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は じ め に

――金融システムの多様性と起源――

戦後のアジアやラテンアメリカでは，政府が

工業化のために金融市場に介入して産業金融を

促進したが，そのあり方は決して一様ではなく，

各国の金融システムは多様な様相を長期にわた

り呈していた。例えば，政府の金融市場への介

入が強かった国々でも，韓国では民間企業が政

府から優遇的な融資を得ていたのに対し，メキ

シコや台湾では国営企業を含む政府が国内資金

を吸収していた。同様に介入が強かったブラジ

ルや1973年以前のチリでも，民間向けの優遇

的融資は行われていたが，政府の資金吸収の面

も強かった。他方，タイ，日本，1973年以降

のチリでは市場介入の程度は比較的弱かった。

しかし，金融システムが多様であったことは，

工業化が進展する以前に各国が置かれていた構

造的な初期条件に鑑みれば，当然のことではな

22

岡
おか

部
べ

恭
やす

宜
のぶ

『アジア経済』LI-5（2010.5)

要 約

戦後のアジアやラテンアメリカでは，政府が工業化のために金融市場に介入して産業金融を促進し

たが，各国の金融システムの間には多様性が見られた。しかし，多くの国が政府主導の後発工業国で，

国家の自律性が高かったという構造的条件からすると，各国で似たような金融システムが採用されて

も不思議ではない。それにもかかわらず，金融システムが多様であったのはなぜか。異なる金融シス

テムが成立した起源はどこにあったのか。本稿はこれらの問題について，韓国，タイ，メキシコを事

例に比較歴史分析の立場から分析する。多様な金融システムは，構造的な初期条件によって形成され

たのではなく，各国が当時直面していた政治的，経済的，社会的な危機に対して，政府が様々な取り

組みを行うなかで偶発的に採用された制度であった。ところが，それが決定的分岐点となって，制度

的な持続性が発揮された結果，金融システムの多様性が長期にわたり存続したのである。

金融システムの多様性とその政治的起源

――韓国，タイ，メキシコの比較歴史分析――



い。実際，多くの国が戦後の後発工業国であり，

政府が輸入代替を中心とした工業化を積極的に

主導した一方で，権威主義的な政治体制の下で

国家の自律性が比較的高かったことからすると，

同様の金融システム，例えば，工業化のために

政府が市場に強く介入し，国内資金を吸収する

システムが採用されていてもおかしくはなかっ

た。それにもかかわらず，実際の金融システム

が長期にわたり多様であったのはなぜか。そも

そも異なる金融システムが成立した契機，つま

り起源はどこにあったのか。本稿の目的は，政

治学の比較歴史分析の立場からこれらの問題を

解明することにある。

本稿の主張は次のとおりである。金融システ

ムは，構造的な初期条件による制約の結果とし

て成立したのではなく，各国が当時直面してい

た政治的，経済的，社会的な危機に対して，政

府が様々な取り組みを行う過程において偶発的

に採用された制度であった。ところが，それが

決定的分岐点となって制度的な持続性が発揮さ

れた結果，金融システムの多様性が長期にわた

り存続したのである。

分析する事例は，1950年代終わりから1960

年代前半にかけて新たな金融システムが成立し

たと考えられる，韓国，タイ，メキシコである。

その選択理由は，３カ国を比べたとき，⑴前述

の構造的な初期条件が似通っていること，⑵そ

れにもかかわらず，各国で新たに成立した金融

システムは以下で述べるように，それぞれ異な

る類型に属し，かつ各類型の典型例であること，

⑶金融システムがほぼ同時期に成立した後，少

なくとも1970年代まで持続したことである。

金融システムの多様性を論じるためには，そ

の類型化が求められる。ここでの金融システム

とは，経済学の定義と異なり，国内経済におけ

る資金配分のあり方を通じて，各アクター（政

府，企業，金融機関）の相互関係を規定する，

フォーマルおよびインフォーマルな諸制度の総

体であるとする。この定義を踏まえて金融シス

テムを類型化すると，表１のとおりとなる。最

金融システムの多様性とその政治的起源

表１ 金融システムの諸類型

(出所)筆者作成。

(注)参考までに本稿冒頭で言及した国々も含めた。ただし，チリは1973年以前の事例。
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初の分類軸は政府の金融市場介入の程度であり，

そこからレントが生じる。ここでレントとは，

金融市場への介入によって市場での競争が制限

される結果生じる特権的な利益を指してい

る 。介入の強弱の測定については，経済開

発の促進および地場金融機関の育成を目的とし

た諸規制に焦点を当て，先行研究を基に各規制

の程度を検討することを通じて，介入全体の程

度を総合的に評価した（表２参照) 。具体的

には，経済開発の促進については，工業セク

ターの資金調達コストを引き下げるための低金

利規制，外国為替取引の規制，工業セクターへ

の資金誘導，政府による人為的な資金配分の原

資の確保がある［奥田 1998a，15；Fry 1995,ch.

15-18］。また地場金融機関の育成としては，金

融機関間の競争を制限するための参入・業態規

制がある［奥田 1998b，106］。もう一つは，上

記の介入で生じたレントをどのアクターが享受

するのかという軸であり，政府（政治エリート

を含む）と民間（企業と金融機関）に分けられる。

以上の類型化に従えば，韓国は「強介入・企

業還元型金融システム」に該当する（表１参

照）。それは1960年代前半の朴正熙政権下で成

立した。その特徴は第１に，人為的低金利や銀

行国有化など政府が金融市場に強く介入したこ

と，第２に，低利子や海外借入といったレント

が特定の企業（財閥）に割り当てられたことで

ある。この金融システムは1960年代の輸出主

導工業化と1970年代の重工業化を資金面で支

え，経済成長を可能にした。

タイでは，サリット・タナラット政権の

1960年代前半，「弱介入・銀行還元型金融シス

テム」が成立した。第１にインフレ抑制，実質

利子率の安定，金融抑圧の欠如など，韓国と

違って政府の金融市場介入が弱かった。第２に

銀行の新規参入を禁止して既存行を保護するな

ど，レントは企業よりも銀行に還元された。

1960年代以降，この金融システムによりマク

ロ経済が安定したことで内外の企業の投資環境

が整備され，工業化が進展した。

表２ 韓国，タイ，メキシコの政府による金融市場介入の程度

介入の内容 韓国 タイ メキシコ

金利規制 ○ (後に◎) △ ◎

外国為替取引規制 ◎ ◎ △

工業セクターへの資金誘導

政府系金融機関や国営銀行

の活用
◎ △ ◎

強制的信用配分 ◎ △ ○

人為的資金配分のための原資

貨幣増発（インフレ課税） ○ △ △（後に◎)

準備金の比率 ○ △ ◎

参入・業態規制 ◎ ◎ ○

介入全体の程度 強い 弱い 強い

介入や規制の程度…◎：強い，○：中程度，△：弱い

(出所）筆者作成。
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そしてメキシコでは，1950年代終わりにア

ドルフォ・ロペス・マテオス政権によって「強

介入・政府吸収型金融システム」が採用された。

その特徴は，主に準備金制度により政府が銀行

預金を吸収し，金利規制，低利の政府公債の強

制売却を行うなど，政府の強い市場介入が見ら

れた点にある。レントは政府が吸収し，インフ

レ抑制や，工業・社会部門への財政支出に用い

られた。この金融システムの下で1960年代以

降，マクロ経済は安定し，高い経済成長が達成

された。さらに1970年代には政府吸収が強化

されていった。

以下，第 節では，金融システムの成立に関

し，経済システムの多様性を分析する経済学や，

構造的な条件を重視する政治経済学の先行研究

を批判的に検討する。そして「決定的分岐点」

の分析概念を提示し，政治過程における偶発性

を分析する必要性を理論的に論じる。第 節で

は，構造的な初期条件が３カ国の金融システム

を成立させる要因となったかどうかを分析した

後，第 ～ 節で，各国の金融システムが形成

された政治過程について事例分析を行う。結論

ではまとめと意義を述べる。

金融システムの成立

――構造か政治過程か――

１．経済学の比較制度分析

経済学の立場から，金融を含む経済システム

（補完的な諸制度の体系から成るもの）の多様性

を分析してきたのは，比較制度分析の諸研究で

ある。青木・奥野（1996）によれば，経済シス

テムの形成のためには，構成員が制度から利益

を得ることで同制度を支持していく「戦略的補

完性」や，他の制度による補完的な強化（「制

度的補完性」）が働いて安定的な均衡に到達する

必要があるが，この仕組みのあり方が各国の歴

史的条件によって異なるため（歴史的経路依存

性），経済システムの多様性が生じるのだとい

う［青木・奥野 1996，序章，13章］。

そして，システム移行には次の４つの方法が

あると論じている。⑴経済アクターによる創造

的革新と学習，⑵政府による革新と学習のコー

ディネーション，⑶異なる経済システムとの接

触による革新と学習，⑷現行システムが破局す

る中から進化の方向性を探ることである［青

木・奥野 1996，329-330］。寺西ほか（2008，6-7，

25-30）は，これらを金融システムの移行問題

に適用し，実物部門と金融部門が互いに発展を

制約し合う低水準均衡から抜け出すための方法

として検討した。実例として東北アジアでは⑵

が，東南アジアでは⑶と⑷が，それぞれ採用さ

れたという。

これらの方法はいわば機能面から見た金融シ

ステムの起源であるが，特定の方法がなぜ，ど

のような条件のときに可能となったのか，政府

や経済アクターはいかなる理由でそれを採用し

たのか，という問題は論じられていない。特定

の方法で移行が行われるのは，構造的な条件の

ためなのか，それとも政治的な作用の結果なの

か。これこそが金融システムの起源の問題であ

る。次にこの問題を検討しよう。

２．構造的な初期条件

従来の政治経済学では，構造的な初期条件が

金融システム形成の重要な説明変数とされてき

た。各国の初期条件に関する先行研究は第 節

で検討することにし，以下では先行研究を踏ま
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え，経済的，政治的，そして歴史的な観点から，

「開発途上国の経済構造」，「国家・社会関係」，

「過去の遺産」という３つの条件を取り上げる。

なお，本稿では構造について，「比較的長期

にわたり安定した，アクター間のパターン化さ

れた関係」であると定義する。この構造概念の

意義は，アクターの行動に制約を課すことにあ

る［濱嶋ほか 1997，173］。上記の「開発途上国

の経済構造」，「国家・社会関係」，「過去の遺

産」は，それぞれ市場，政策決定，アクターの

認識において，アクター間の関係が安定的にパ

ターン化されたものと考えることができる。以

下，順に見ていこう。

最初の「開発途上国の経済構造」とは，低水

準の産業構造と未発達な金融市場という典型的

な構造を指している。この構造の下では，企業

は産業構造の高度化，すなわち工業化を行うた

めに必要な長期性資金の不足に直面せざるを得

ない。なぜなら，後発国では国内資金動員力が

充分でなく，定期預金，株式，社債など資産性

の強い金融資産の蓄積が遅れている結果，国内

調達できる資金はほとんどが短期性資金であり，

市場機能だけで長期性資金を供給することは困

難なためである［寺西 1991，21-30］。従って，

この構造からは，政府の金融市場介入によって

長期資金を供給するような金融システムの形成

が要請されることになる。

こうした経済構造と金融システムの関連性に

ついては，古くはガーシェンクロンがドイツや

ロシアの歴史的経験を踏まえて論じている

［Gerschenkron 1962］。彼は，後発の国である

ほど，工業化を進めて先発国に追いつくために

は，希少な資本を集中的に動員する諸制度，具

体的には開発銀行や国家が必要になると分析し

た。開発経済学の構造主義に属するこの研究は，

戦後の新興工業国の研究に多大な影響を与えた。

例えば，金泳鎬（1988）は，それらの国々は

ガーシェンクロンの世界の国々よりも資本蓄積

や技術の面で後進性の不利益が大きい分，政府

の市場介入がより必要となり，外資依存も高ま

るという。また渡辺（1982）やAmsden（1989）

は，戦後の後発国の代表である韓国では，産業

金融における政府の役割が一層大きかったと分

析した。他方，Hirschman（1968，8）は，ラ

テンアメリカの工業化は1930年代に個人企業

家が輸入代替として始めたものであり，ガー

シェンクロン・モデルのように制度や政府は重

要でなかったと指摘したが，当初の輸入代替工

業化がある程度進んだ1950年代後半からは，

資本供給のための特別な制度が重要となったこ

とを認めている。

しかしながら，そもそも政府が工業化のため

に実際どの程度金融市場に介入するのか，また

はできるのかは，国家と社会の関係によっても

左右されうる問題である。そこで第２に，「国

家・社会関係」を検討したい。この構造は，国

家 と社会の諸アクターとの間のパターン化

された関係や，それが組織化された制度を指し

ており，政策決定において国家と社会アクター

の行動を制約することで，金融システムのあり

方を決定づけると考えられる。

一つの代表的な議論として，Amsden（1989）

やWoo（1991）は国家の社会からの自律性を

重視し，韓国の国家はその構造によって企業の

レント・シーキングにとらわれることなく，効

果的な産業金融を主導できたと論じた。しかし，

この研究は韓国の事例を重視しすぎており，強

い国家であっても，企業に優遇的与信を行わな
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い，または国家自身がレントを吸収するという

可能性は視野に入っていない。

これに対し，ハガードらは，国家を中央銀行

と産業管轄省庁とに，社会アクターを企業と銀

行とにそれぞれ分けた上で，アジアとラテンア

メリカの国家が金融市場に介入して優遇的融資

を行う要因を比較分析している［Haggard and
 

Maxfield 1993］。しかし，その際に重視されて

いる要因は，やはりアクター間の関係や国家の

制度という構造である。つまり，優遇的融資の

需要側として，製造業セクターの選好と政治力

が強くなるのは，銀行との結合の程度が小さく，

製造業の集中の程度が大きいときである一方，

その供給側の国家では，中央銀行の独立性が高

いほど，優遇的融資の規模は小さくなるという。

ハガードらの研究は，優遇的融資に焦点を当

てて，レントの配分先を決定づける構造につい

て明らかにしていると言えるが，その構造的要

因は，社会の側での金融レントの配分は説明し

ているものの，政府がレントを吸収する面まで

は説明できていない。実際，彼らは，メキシコ

政府がレントを吸収していた1970年代の事例

について，正統性を確保したいという与党の動

機を要因に追加して分析している。またタイで

は，中央銀行の独立性は高かったものの，金融

財閥以外は製造業と銀行との結合があまり強く

なかったので，優遇的融資への需要は高かった

はずだが，実際の供給規模は小さかった。この

事例も構造からは説明できていない。そもそも，

タイの中央銀行の独立性はサリット時代に始ま

るのだから，それが向上した原因自体が分析さ

れなければならないだろう。

最後の「過去の遺産」とは，過去から引き継

がれた制度や政策の金融システムへの影響であ

る。これは，Weir and Skocpol（1985）が「政

策遺産」と呼ぶものとほぼ同じである。彼女ら

は，世界大恐慌のような事態への政治的反応は，

各国政府が過去から蓄積してきた行動パターン，

つまり政策遺産に影響されると論じた。以前採

られた政策は，何が実行可能であるかについて

の官僚や政治家の考えや認識を形成する。とい

うのも，ある分野で既に構築された行政能力は

簡単に変更できないし，新たな行政能力を産み

出すには資源や時間が必要だからである

［Weir and Skocpol 1985,120-121］。こうした遺

産の効果は政策だけでなく，制度にも該当しよ

う。要するにこの構造は，諸アクターの歴史的

な認識を通じてパターン化されたアクター間の

関係なのである。

「過去の遺産」の例として，日本の戦前，戦

時中の金融制度が戦後のメインバンク制度に及

ぼした影響がある。メインバンク制度とは，あ

る企業と同企業への最大貸出シェアを持つ銀行

との間の長期的取引関係を指すが，同時にその

関係において同銀行には，企業に対するモニタ

リングやガバナンスの役割も期待されている。

この制度の成立に際しては，1930年代に始

まった長期投資資金の協調融資，および1944

年に導入された指定銀行制度 が重要であっ

たとされている［青木・パトリック・シェアード

1996，55-60］。また，開発途上国の場合は植民

地時代の遺制を指摘できよう。例えば，1960

年代の韓国や1930年代以降のメキシコでは政

府による強い金融市場介入が見られたが，エッ

カート（2004）やWoo（1991）お よび Glade
 

and Anderson（1963）によれば，そこには日

本植民地時代やスペイン植民地時代の金融制度

がそれぞれ影響したという。
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先行研究からすると，金融システムのあり方

は，過去にどのような金融制度や金融政策を採

用していたかによって規定されることにな

る 。実際，過去の遺産と類似した制度がそ

の後に採用されたという国の事例は多い。しか

し同時に，そうした国でも遺産と異なる内容の

制度が採用されていた時代もある。従って，過

去の遺産の効果については，そのための政治的

条件を明らかにする必要があるだろう。

３．決定的分岐点としての政治過程

構造的な初期条件の影響は否定できないが，

それを重視する議論は，金融システムの機能に

対応した構造の存在をもって，その成立を後付

けで説明している。しかし，その論理は，制度

の役割と制度形成の実際の原因とを混同する恐

れがあり［Pierson 2004, 112-115］，制度選択の

契機を見失ってしまう。本稿は，制度形成を決

定づけるのは，初期条件の構造的影響ではなく，

むしろアクター間の政治過程における選択であ

ると考える。この政治過程こそが制度の決定的

分岐点（起源）である。それが「決定的」であ

る所以は，それが制度の持続性の引き金を引く

からである。すなわち，制度選択がいったん行

われると，そこから先は最初の決定に制約され

た発展経路を辿っていくことになり，将来の選

択肢を制限して制度を持続させる［Mahoney
 

2001, 6-8］。その結果，制度の多様性が観察さ

れるのである。

こうした制度分析は政治学の歴史的制度論に

おける経路依存性アプローチと呼ばれ，上述の

「決定的分岐点」と「制度の持続性」がその重

要な特徴であるとされている［Thelen 1999,

387-396］。そこで以下では，第１に，制度の起

源としての決定的分岐点について，構造的な初

期条件との関連でどのように理解すべきか，ア

クター間の政治過程を重視すべき時はいかなる

時か，という問題を考察する。第２に，制度持

続のメカニズムを提示する。

・決定的分岐点と構造的な初期条件

さて，経路依存性に関する従来の研究では，

主に制度の持続性に関心が向けられ，決定的分

岐点の分析概念が検討されることは少なかった。

また，それを論じる場合であっても，制度の分

岐が発生するのは，構造的な初期条件の結果で

あると説明する研究が多く，決定的分岐点と構

造の区別は曖昧であった［Capoccia and
 

Kelemen 2007, 342-343］。例えば，決定的分岐

点の概念を取り上げた代表的な研究に Collier
 

and Collier（1991）があるが，彼らは，政治体

制の決定的分岐点を創出する要因は階級間の亀

裂という構造であり，さらにそれらは事前の社

会的経済的条件に由来すると論じていた［Col-

lier and Collier 1991,29-33］。

これに対してマホニーは，初期条件は制度の

選択肢を提供するが，決定的分岐点は実際に特

定の選択が行われる時であると論じ，両者の断

絶を強調した［Mahoney 2001, 6-7］。彼は，そ

の断絶の基準として「偶発性」（contingency）

という要素を決定的分岐点に持ち込む。偶発性

とは，初期条件で与えられた選択肢の中から特

定の制度が選ばれることを，理論的に予想ない

し説明できない状態を指す［Mahoney 2000,

513-514］。制度形成の原因を初期条件に求めら

れない場合，制度が偶発的に選ばれたという可

能性が高まる。それを実証できれば，決定的分

岐点こそが制度の起源なのだと主張できるだろ

う。
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本稿はマホニーの分析枠組みに倣って，構造

的な初期条件はあくまで制度の選択肢の範囲を

設定するだけであり，実際にどの制度が選ばれ

るのかは，アクター間の政治過程において偶発

的に決まると考える。金融システムの文脈で言

えば，決定的分岐点とは，長期の経済発展が始

まる前に，政治過程の中で政府が金融市場への

介入方法を偶発的に選択した時にあたる。

ただし，マホニーの分析枠組みについては検

討すべき問題が２つある。第１に，「偶発性」

に関連して，初期条件が提供する選択肢の中か

らどれが選ばれるのかは理論的に説明できない

という点を，実際の事例でどのように論じるの

か。本稿はこの方法論の問題について，一部の

初期条件が同じであったにもかかわらず，事例

間で異なる制度が形成されたことを示す。これ

によって，それらの条件は制度形成の十分条件

ではなかった可能性が高まる。さらに，事例間

で異なる初期条件の内容も検討することで，そ

れらが制度の方向性に影響した面もあったが，

具体的な内容までは規定しなかったことを明ら

かにする。本稿のような少数事例の比較分析は，

この種の分析に対して有用性が高いと言えよう。

しかし，第２に，このような方法によって構

造と決定的分岐点との間の論理的な断絶を明ら

かにできたとしても，それは構造のアクターへ

の影響を必ずしも否定しているわけではない。

少なくとも構造は，アクターに選択肢を提供す

る意味で影響を及ぼしている。その影響の程度

は選択肢の範囲の大小となって現れる。従って，

構造による制約と決定的分岐点におけるアク

ターの行動との関係をどのように理解すべきか，

検討する必要がある。

この問題を考察する上で参考になるのが，カ

ポッチャらの研究［Capoccia and Kelemen
 

2007］である。彼らは，決定的分岐点を一貫性

のある，操作可能な分析概念として構築する試

みの中で，偶発性の分析が重要な鍵となると論

じた。決定的分岐点では，行動に対する通常の

構造的，制度的な制約が緩和されることから，

意思決定は高度な不確実性と予想不可能性の下

で行われるというのである［Capoccia and
 

Kelemen 2007, 355］。すなわち偶発性とは，構

造がアクターの行動を制約する度合いが実質的

に緩和される状態を指す。このとき選択肢の範

囲が広がり，アクター間の政治過程で選択が決

定される可能性が高まるのである。

彼らの研究は，本稿の関心に引きつけて評価

すれば，構造という制約条件と決定的分岐点に

おけるアクターの自発的行動（政治過程）とを

包括的に，一貫した形で理解することに役立つ。

しかし，彼らが論じていない重要な課題を一つ

指摘できよう。それは，どのようなときに構造

の制約が弱くなり，政治過程によって制度が形

成される可能性が高まるのか，という問題であ

る 。これは，構造がアクターに及ぼす制約

のメカニズムを探る上で重要な論点であり，決

定的分岐点のミクロ的基礎を構築することにも

関わっている。

そこで本稿では，政治体制の変動，経済の急

激な停滞，社会秩序の悪化，外国からの脅威と

いった危機を想定する。危機とは，社会の制度

の維持が危うくなり，何が起こるか分からない，

不確実性が増大した状況を指すものとする。

Collier and Collier（1991）も危機が決定的分

岐点になりうることを論じていたが，上で述べ

たとおり彼らの言う危機は初期条件との区別が

曖昧であった。本稿で言う危機とは，構造的な
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初期条件に直接由来しない外生的なものであり，

それゆえ危機が起こる場合とそうでない通常の

場合とによって構造的制約の程度に違いが生じ

るのである。

一般的にアクターは，危機の発生によって不

利益を被ったり，動機付けを受けたりする。そ

の結果，関連する分野で新たな制度を形成する

か，既存の制度を作り直そうとするだろう。そ

の一つが金融システムである。アクターの行動

は，通常ならば構造的な制約を受けやすいが，

危機の状況では既存の構造やその現れ方が不安

定になるため，初期条件による制約は緩和され

る。また，アクターは危機に対処する過程で，

構造への認識を変えるかもしれない。以上の結

果，アクター間の行動とそれへの反応から成る

政治過程が，偶発的に制度形成を決定付ける度

合いが高まるのである（図１参照) 。

・制度の持続性

いったん形成された制度は，「再生産」，「自

己強化」，「正のフィードバック」と呼ばれる持

続性を長期にわたり発揮することがある。その

メカニズムの要因については，一方で，経済学

のノース（1994）らの研究が，巨額の固定費用，

学習効果，調整効果，適合期待といった要因を

指摘し，青木・奥野（1996）は戦略的補完性や

制度的補完性という要因を検討してきた。

他方，政治学ではパワーに着目したメカニズ

ムが強調されてきた。Thelen（1999，392-396）

は，制度によるパワー配分の効果を指摘し，

Pierson（2004，30-40）は，特定アクターへの

政治的権威の配分が，ルールの変更や政治的能

力の強化などを通じて，一層のパワーの非対称

性を生み出す結果，正のフィードバックが進む

と論じている。

このように経済学と政治学の間では持続性の

論理が若干異なるが，それらは相互に排他的な

わけではないだろう。冒頭で定義したように，

金融システムとは，資金配分のあり方を通じて

アクター間の相互関係を規定する制度である。

政府による市場介入やレント配分の決定および

それによるアクターの利益享受は，政治的権威

を持つアクターが利益配分を行うことでパワー

(出所）筆者作成。

図１ 構造，危機，決定的分岐点

〔通常の状況〕

〔政治的，経済的，社会的な危機の状況〕
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の非対称性を一層拡大させ，金融システムの持

続性に寄与すると考えられる。しかし同時に，

金融システムはあくまで市場に基盤を持つ制度

であるから，経済学が論じた要因が機能するこ

とも見逃せない。

そこで，本稿は２つの論理を包括的に捉える

ため，制度の「成果」に着目する。形成された

制度はその機能に応じて成果を産み出し，諸ア

クターはそこから利益を得る。ただし，成果の

配分方法を決定するのは，政治的権威を持つア

クターである。このアクターは成果の配分に

よって自らのパワーを強化できる一方，利益に

与った他のアクターは，その配分者たるアク

ターの存在に対して政治的支持を与える。さら

に，いずれのアクターも，当該制度の維持に努

めるだけでなく，制度の維持，向上のためにそ

の制度を補完する別の制度を公式，非公式の形

で作ろうとするだろう。また，より多くのアク

ターが利益を得ようとして，同制度に適合する

ように行動する 。こうして制度の成果がそ

の持続性を支える結果，制度の多様性が観察さ

れるのである 。

韓国，タイ，メキシコにおける

構造的な初期条件

本節では，構造的な初期条件（開発途上国の

経済構造，国家・社会関係，過去の遺産）が，

1960年前後に韓国，タイ，メキシコで金融シ

ステムを成立させた要因であったかどうかにつ

いて，共通する条件と異なる条件に分けて検討

する。

１．共通の条件――開発途上国の経済構造，

強い国家――

３カ国に共通していた構造としては，第１に

開発途上国の経済構造を，第２に国家・社会関

係において「強い国家」であった点を指摘でき

る。

第１に，各国とも工業化の程度は低く，金融

市場も未発達であった。この構造に基づく金融

システムの選択肢は，第 節第２項での検討を

踏まえると，「強い政府介入」となるだろう。

実際メキシコでは，政府が1950年代半ばに輸

入代替工業化を促進していたことから，準備金

制度により財政赤字を補塡するようになったの

は，確実に資金源を得て工業化を促進するため

だったと言われている［星野 2000，185-187］。

韓国の政府も，市場に強く介入し，その金融抑

圧の程度は1960年代の軽工業品輸出から1970

年代の重化学工業化へ移行するにつれて上昇し

ていった。

しかし，メキシコでは政府がレントを吸収し，

韓国では企業がレントを享受した。これらの違

いについては，構造以外の説明が必要になる。

さらに，この経済構造はタイで政府介入が弱

かったことを説明できない。1950年代後半，

サリット政権は輸入代替工業化戦略を明確に採

用し，繊維，消費財などの幼稚産業を促進しよ

うとしたため，産業金融に対して新たな需要が

生じていた［Doner and Unger 1993,101］。それ

にもかかわらず，政府は人為的低金利政策をほ

とんど行わなかったのである。

第２に，各国の政府はともに，民間の企業や

銀行の利益から自律的な「強い国家」であった。

この国家・社会関係の構造も選択肢としての政

府の強い介入を示唆している。クーデターで成
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立した韓国の朴正煕政権は，軍人出身者が政府

機構を掌握し，専門官僚が政策形成の中心を担

うことになったため，「強い国家」となった

［Amsden 1989;Woo 1991］。メキシコも，ビジ

ネスからの自律性の点では「強い国家」であっ

た［恒川 1996，237-250，281］。与党 PRIの政

府は，労働者，農民，都市中間層とともに一種

の国家コーポラティズム体制を構成しており，

企業家や銀行家はそこから排除されていた。

他方，タイの政府も，官僚が独占的に政策を

決定してきたという意味で伝統的に社会から自

律的であり，それはサリット政権で強固なもの

になった 。ところが，タイでは強い政府介

入は見られなかった。その上，この条件は韓国

とメキシコ両国のレント還元先の違いまでは説

明できないのである。

２．異なる条件――社会からの影響力，過去

の遺産――

各国間で異なる初期条件としては，国家・社

会関係と過去の遺産がある。前者については，

すでに「強い国家」に焦点を当てたが，社会か

らの影響力を重視する研究も少なくないので，

その点を検討しておくことが適切であろう。

・社会からの影響力

まず，韓国の国家・社会関係は，朴政権に

なって一変した。政府は財閥に対し，前政権と

癒着して不正蓄財を行ったことの刑事責任を追

及し，それを免除する代わりに商業銀行の株式

を政府に寄付させて国有化したのである。従っ

て，たとえ銀行を失った財閥が優遇的融資を強

く求めていたとしても，それが政府の政策に直

接反映される状況にはなかった。

タイについては，「強い国家」が論じられる

一方で，政治的に無力な華人系の銀行家と，政

治エリートである軍人との間のパトロン・クラ

イアント関係も指摘されている［Riggs 1966,

249-254;Suehiro 1989, 140-143, 169-172, 263-

264］。この構造は，「銀行還元型金融システム」

の採用を示唆するかもしれない。しかし，政治

エリートは銀行に寄生していたが，彼らは役員

職や株式，賄賂だけに興味があり，業界の利益

を強く要求するという行動はあまり顕在化しな

かった［原 1998，328］。実際，銀行との繫がり

はサリットに限らず，ほかの派閥有力者にも見

られた［Riggs 1966,256-264,Table 5 and 6］。そ

の点で，この構造は政府（政治エリート）によ

るレント吸収を規定する面もあったが，いずれ

にせよ，パトロン・クライアント関係は，「銀

行還元型」の採択に繫がったわけではなかった。

メキシコは「強い国家」であった一方で，民

間アクターが経済政策の決定に一定の影響力を

及ぼしていたという研究も有力である。Max-

field（1990）は，1920年代から1980年代まで

の間，緊縮的な金融財政政策とマクロ経済の安

定を志向する「銀行家同盟」（民間銀行，貿易や

工業セクターの大企業，中央銀行）と，拡張的な

経済政策と経済成長を志向する「カルデナス連

合」（政府系の労働組合や農業団体とそれらに関連

する中央省庁) が，経済政策を巡る対立を繰

り返してきたと論じ，1950年代末は銀行家同

盟の時代に該当すると指摘した。この構造から

予想されるのは，インフレ抑制のための弱い市

場介入及び銀行へのレント還元となるが，実際

はそうではなかった。「政府吸収型」のインフ

レ抑制の面が，かろうじて銀行家同盟の選好に

合致していたが，高い準備率や強制的な公債の

買い取りを含む準備金制度は，実際は強い市場
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介入であり，銀行にとってコストが大きく，自

由な貸出業務は容易ではなかった。つまり，銀

行の選好には反していたのである。

・過去の遺産

韓国は，日本植民地時代における金融制度が

1960年代の金融システムに影響したと論じら

れている事例である。この初期条件は，選択肢

として，政府の強い介入とレントの企業還元の

採用を示唆している。例えば，日本統治下の朝

鮮殖産銀行が朝鮮人企業を含む民間企業に対し

て供与した低利で長期の融資は，朴政権の政策

金融と類似しているほか，同行の朝鮮人職員の

多くが，独立後に経済官庁に移ったことも知ら

れている。また，朴政権の開発戦略自体も，植

民地時代の工業化戦略をモデルにしたと評価さ

れ て い る［エッカート 2004，121-140，329-

331；Woo 1991,29,38-42］。

確かに，日本モデルという過去の遺産は軽視

できないが，それは当時の政策決定者にとって，

参照すべきアイデアの一つに過ぎなかったので

はないか。朴正煕は1963年発刊の著書の中で，

日本の明治維新よりも多くのページを割いて，

戦後の西ドイツの経済復興を検討している［朴

正煕 1970，145-205］。また第 節第２項で見る

ように，当時は経済安定を目指した金融政策が

米国や IMFから勧告されていた。そのため，

仮に日本植民地の遺制が取り入れられたのだと

しても，複数のアイデアの中からそれが選択さ

れた理由は，政治過程に求める必要がある

［Haggard,Kang and Moon 1997, 874参照］。さ

らに，過去の遺産は，朴正煕政権とその前の李

承晩政権とのレントの還元先の違いを説明でき

ない。李政権でも金融市場介入は強かったが，

レントは政府（政治エリート）によって吸収さ

れていたからである（第 節で後述）。

次に，タイには植民地の遺産はないが，その

代わり，19世紀後半に遡る保守的な金融政策

の伝統が，有力な研究では指摘されている。当

時はイギリスからの経済的圧力に屈しないよう，

金融や対外債務の拡大には慎重な姿勢が取られ

［Silcock 1967b,170］，1942年設立の中央銀行も

安定的な金融政策を継続した。この政策遺産が，

サリット政権の選択を規定したというわけであ

る。

しかし，この遺産はいつも効いていたわけで

はない。ピブーン前政権は国営企業中心の工業

化の下で，政府介入とレント吸収を行っていた。

例えば，中央銀行は政府の借入要求に無制限に

応じていたし，短期の政府財務証券も全額買い

取っていた［末廣 2000，71；Puey et al. 1981,

42］。つまり，この初期条件は，保守的な金融

政策がピブーン時代には軽視され，その後のサ

リット時代に復活した理由を説明できないので

ある。

メキシコでは，スペイン植民地時代から独立

（1821年）に到る時期に，国家が金融をはじめ

経済活動に介入し，経済の方向性を定めていた。

さらに，1910年に始まるメキシコ革命におい

ても，外国企業の進出を減らし，自給自足経済

を促進するためにNAFINSAなどの開発銀行

が1930年代に設立された［Glade and Ander-

son 1963,118-120］。これらの過去の遺産からは，

政府による強い介入とレント吸収が選択肢とし

て導かれよう。

しかし韓国やタイと同様，過去の遺産は常に

効いていたわけではない。1877～1911年のポ

ルフィリオ・ディアス独裁時代は，二大民間銀

行が政府の保護の下で市場を支配していた一方，
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政府は市場に介入し，２行からの借款で財政を

賄い，政治エリートも金銭的利益を得ていた。

レントは政府だけでなく，銀行や政治エリート

も享受していたのである［Haber 2008］。従っ

て，過去の遺産だけではレントの配分先までは

説明できない。

以上，３カ国の構造的な初期条件を検討した。

それらは金融システムの選択肢を提供しており，

その影響を否定することはできないものの，実

際に金融システムの形成に決定的役割を果たし

たとは言い難い。それでは，何が成立の契機と

なったのか。

韓国

――「企業還元型金融システム」の

決定的分岐点――

本節以降では，３カ国の金融システム成立の

契機として，危機を背景とした政治過程を分析

する。さらに，ほかの金融システムの選択肢や

その後の制度の持続についても検討する。

１．朴正煕政権当初の危機的状況

朝鮮戦争後の1950年代後半，李承晩政権下

の韓国経済は米国の経済援助に過度に依存して

いたが，その恩恵は一部の地場資本家が享受し，

腐敗が蔓延していた。そこへ米国の援助が無償

から有償へ移行すると，経済は深刻な不況とイ

ンフレに襲われた。ここで李政権下の金融シス

テムについて，表１に沿って評価しておくと，

政府が市場に強く介入した一方で，レントは企

業に還元されただけでなく，財政赤字の穴埋め

や政府機関への優遇的融資など政府にも吸収さ

れていた。また政治エリートは一部の企業への

優遇的融資の見返りに政治資金を受け取り，一

部の銀行家は大統領の取り巻きとなっていた

［Choi 1993,26;Cole 2002,32］。

この経済不振と腐敗に対し，社会の不満が一

気に爆発して李政権が崩壊した後，1961年に

朴正煕を指導者（後に大統領）とする権威主義

体制が始まった。この政府は，軍事クーデター

で権力を奪い取ったために，支配の正統性欠如

を克服しようとする動機が強く作用した［韓培

浩 2004，142］。朴正煕は，当時の危機的な国内

状況を「盗みつくされたあき家」と形容し，

「執権以来ひたすら，経済発展という実績を通

じて執権を正当化しようとしたわたくしの決

意」を披露している［朴正煕 1973，154］。要す

るに，朴正煕の政府は，国内経済の深刻な悪化

と支配の正統性欠如という危機に直面し，その

克服を喫緊の課題として強く意識していたので

ある。

こうした政治的動機を背景に，朴政権はクー

デター直後に第１次経済開発５カ年計画を作成

する。この計画の目的は，国内資金をできる限

り動員して，重工業化向けの投資を促進するこ

とにあった。しかし，国内の危機的状況によっ

て，経済構造や強い国家などの構造的な制約が

緩和され，金融システムの形成に関して高い不

確実性がもたらされたことから，５カ年計画を

巡る政治過程が「企業還元型」の成立を決定付

けていく。以下，市場介入の程度とレントの還

元先について，分析していこう。

２．政府の試行錯誤

朴政権は当初，初期条件が示唆するように強

い金融抑圧と政府吸収を行おうとした。まず第

節第２項で述べたように，1961年に政府は
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銀行を強制的に国有化したが，それは工業化の

ためではなく，前政権下で特恵を受けていた財

閥から懲罰的に銀行を奪う措置であり，人民セ

クターからの政治的支持を獲得する上で重要

だった［大西 1997，419-420］。

工業化の資金獲得を目的とした政策としては，

通貨改革が行われた。これは，デノミネーショ

ンと強制預金措置を行った後，国内に退蔵して

いる貯蓄を強制的に政府に預託させるという，

極めて強い市場介入とレントの政府吸収であっ

た。そして，輸入代替工業化を目指すべく，預

託資金で産業開発公社を設立し，製鉄，機械，

肥料などの工場建設に投資するという，第１次

５カ年計画の目玉となるべき計画であった。し

かし，実際に退蔵していた貯蓄はほとんどな

かった。貯蓄率は1961年で2.86パーセント，

1962年でも3.26パーセントと極めて低かった

が，それは，銀行などの制度金融に対する信頼

が国内で欠如しており，資金が高金利の私金融

に流れていたからである［Cole and Park 1983,

137, 267］。他方，企業は当座の資金に不足する

ようになり，生産活動も萎縮し始めたため，凍

結解除を求める声が高まった。さらにこの事態

を懸念した，主要援助国の米国政府も通貨改革

に強硬に反対した［木宮 1994，55-56］。こうし

た内外の反対の結果，1962年７月以降，資金

凍結は次第に解除され，通貨改革は挫折してし

まう。同時に産業開発公社の構想も白紙に戻っ

た。

他方，同じく重工業化のための資金動員の目

的で，朴政権は1961年に従来の財政安定計画

を中断し，国債発行を拡大した。通貨改革が失

敗した1962年には約101億ウォンの国債が発

行され，政府一般会計歳入の21パーセントに

も達した［谷浦 1989，76-77］。これによりイン

フレ懸念が高まると，政治的不安定に結び付く

ことを心配する米国は，追加的な経済援助を梃

子に財政安定計画の復活を要求し，これを認め

させた［木宮 1994，59-60］。この結果，国債発

行は停止され，またもや重工業化の事業は停滞

を余儀なくされたのである。

以上の通貨改革や国債発行が奏効しなかった

ために，米国が要求する厳しい経済安定化政策

が採用されたが，今度はマネーサプライが縮小

し，企業向けの与信不足を引き起こしてしまう

［Cole 2002,32-33］。こうした経緯を経て，国内

資金を動員すべく1965年に政府がやむなく

採った政策が，任意貯蓄を増加させるための金

利引き上げであった。この利率はインフレ率を

上回っていたため，預金は増大した。他方，貸

出金利の上方調整は全体では小さく抑えられた

［Cole and Park 1983,198-199,202-203］。これは

輸出業向けをはじめとする優遇的な信用配分の

ためである（後述）。この金利引き上げ政策に

直接的な影響を及ぼしたのは，米国の圧力では

ない。それまで朴政権が米国の求める財政安定

化に抵抗していたこと，同様に IMFの勧告の

実施もためらっていたこと［金正 1991，34］

を考えると，通貨改革や国債発行が失敗した結

果，最後に残された手段として金利を引き上げ

たというのが妥当な見方だろう。実際，1965

年の米国の報告書は，インフレ回避，金利自由

化，競争的な金融市場を提言していたが，この

うち韓国政府が受け入れたのは，インフレ率を

上回る程度の預金金利の引き上げだけであった

［Cole 2002,33］。

・企業へのレント還元

次に，レントを企業に還元する選択も政治過
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程の産物であった。具体的には，繊維など輸出

セクターの企業向けに，商業銀行を通じた低利

で優遇的な信用配分が行われた。また政府は財

閥に限って日本からの商業借入を認めた。

前述のように，当初政府は自らレントを吸収

しようとしたが，通貨改革の失敗のため断念せ

ざるを得なかった。また，1963～64年には凶

作などによる外貨危機が発生し，政府は IMF

に借款を要請したが，この借款は安定的な財政

金融政策が条件になっており，国債発行も事実

上不可能になった。輸出すべき一次産品のない

韓国にとって，借款返済の方法は労働集約型商

品の輸出しか残されていなかった［大西 1997，

424-425］。

こうして「残余的な選択として」輸出志向型

工業化が進められた［木宮 1994，65］。政府に

とって，米国の軍隊駐留と経済援助は政権維持

および安全保障のために不可欠だったし，輸出

振興によって国際収支改善の必要もあったから

である［大西 1997，421］。ところが当時の繊維

産業は，米国の援助見直しにより特恵的援助物

資を入手できなくなったほか，日本製品との競

争力もコスト面で不充分だった。そこで，企業

の輸出産業への参加を促すために，政府は低利

融資や海外借入の割り当てを通してレントを供

与したのである。1965年の金利改定で貸出金

利の引き上げが抑えられたのは，このためであ

る。ただし，優遇的な信用配分は輸出実績に基

づいて行われた。また，為替レートの単一化お

よび切り下げも行われた。

さらに，企業へのレント還元の諸政策は，大

統領選挙や国会議員選挙の中で政府が政権存続

の可能性を追求するために推進された側面があ

る。輸出志向型工業化を進めていくためには，

金融支援を通じて企業の協力を確保することが

不可欠だったし，その見返りとしての政治的資

金の供給源としても企業は重要であった［大西

1997，420-421；森山 1998，89］。

以上をまとめると，実際の金融市場介入が，

銀行を国営化した一方で，実質金利を正に維持

する程度に止まり，またレントを企業に還元し

たのは，政治的正統性を求めた朴政権が強い市

場介入を行って重工業化を進めようとしたもの

の，当時の経済状況および米国や国内企業の反

対にあって失敗するなど，試行錯誤した結果

だったのである。

３．他の選択肢の失敗，「企業還元型金融シ

ステム」の持続

ところで，ほかの金融システムが採用される

余地はなかったのか。上述のように朴政権が最

初に試みたのは，メキシコのような「政府吸収

型金融システム」であった。韓国の構造的な初

期条件（低水準の産業構造と未発達な金融市場，

「強い国家」）を考慮すれば，政府が当初このシ

ステムを目指したのも頷ける。しかし，経済危

機の下では政府の行動に影響を与えたのは初期

条件ではなく，預金・外貨不足の事態および米

国や国内企業からの反対であった。結局，政府

は当初の計画に失敗したのである。

こうして「企業還元型金融システム」は政治

過程の偶然の産物として登場したが，実際に運

営してみると，それは大きな成果をあげ，制度

に持続性を与えた。企業と政府は，資金調達コ

ストの低下，輸出と経済の成長，そして支配の

正統性という成果を得た。一度こうした成果が

実を結ぶと，財閥にとっては事業拡大と債務依

存が戦略的に有利となり（適合的行動），多くの
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企業が輸出セクターに参入した。また，政府と

財閥間の協議制度が市場介入とレントの配分を

調整するという制度的補完性も働いた。その一

方，企業の債務依存が強まったが，投資規模が

拡大するほど政府は財閥を破綻させられなく

なった。それが現実化したのが，1972年の私

金融債務危機での企業救済である。当時，朴政

権は野党の躍進や労働争議に直面していたため，

財閥の破綻回避は重要課題だった［Woo 1991,

112］。この企業救済も金融システムの持続性を

支えていった。さらに1970年代には，安全保

障上の必要から重化学工業化が推進される。政

府は金融抑圧を強化し，レントを財閥に与える

ことで，投資リスクのために参入を躊躇する財

閥を誘導した［Choi 1993,36-38］。

タイ

――「銀行還元型金融システム」の

決定的分岐点――

1950年代のタイでは，軍人エリートの間で

ピブーン首相派，サリット派，ピン＝パオ派に

よる三つ巴の勢力争いが繰り広げられていたが，

1957年にサリットがクーデターを敢行し，政

敵を国外追放して政権を奪取した。これ以後，

後継者タノームの時代と合わせて，パトロン・

クライアンティリズムに基づく権威主義体制が

1973年まで続くことになる。

以下，金融システム成立に関する国際関係と

国内政治を分析するが，その前にピブーン前政

権時代の金融システムについて確認しておきた

い。それは，政府が市場に強く介入した一方で，

レントは政府（組織および個人）が吸収するシ

ステムであった。国営企業中心の工業化の下で

金融抑圧的な政策が採られ，中央銀行は政府の

財布と化していたし（第 節第２項参照），政治

エリートは商業銀行からの役員職や賄賂の提供

を通じて私腹を肥やしていた。

１．インドシナの危機と対外関係

国際関係としては，当時のインドシナの危機

と米国との関係が重要である。中国と北朝鮮に

ついで1954年にはベトナム北部も西側陣営か

ら抜け落ち，アジアにおける共産主義は勢力を

拡大していた。この危機を強く受け止めた米国

は，東南アジアを西側陣営にとどめておくため

には，軍事協力だけでなく開発協力が必要であ

るとの認識を強めた。タイはその拠点として重

視され，強力な政府と民間セクターに基づく経

済成長が必要であると信じられるようになった

［Caldwell 1974, 41-43］。そこで米国は経済顧問

を派遣し，公共セクターはインフラに責任を持

つ一方で，商業や工業の発展は外国投資を含む

民間セクターに依存すべきだと勧告した。そし

て，この勧告をタイ政府が受け入れるよう，経

済・軍事援助も梃子に使って圧力をかけたので

ある。

世界銀行も民間企業主導の経済運営を行うよ

うに推奨した。同行は，ピブーン時代の国営企

業中心の工業化を批判し，金融面では，商業銀

行規制と信用管理における中央銀行の権限強化

や，政府による中央銀行からの借入の抑制など

を提起した［World Bank 1959］。

こうしてサリット政権は，以上の勧告に沿う

形で1961年に第１次国家開発経済計画を制定

し，民間企業主導の輸入代替工業化と経済改革

に着手した。政府が勧告を受け入れたのは米国

の圧力もあったが，実は同様の勧告の一部はす
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でにピブーン時代にもなされていた［Muscat
 

1994, 91］。従って，勧告受容の理由を探るには，

国内の政治過程にも焦点を当てて，政府の市場

介入とレント還元の両面を分析する必要がある。

２．国内の政治闘争と経済官僚への政策委任

上記の勧告を受けて民間企業主導の開発を推

進したのは，サリット政権の中央銀行や財務省

である。経済官僚たちは，民間セクターの方が

開発の力強いエンジンとなりうるという認識を

持っており［Muscat 1990, 280-281］，世界銀行

の報告書作成にも積極的に協力した［Silcock
 

1967a, 19］。なかでも金融改革に着手し，行政

府による金融市場介入を縮小して，組織の独立

性を高めたのは，プワイ総裁率いる中央銀行で

ある。具体的には，行政府による中央銀行から

の借入を1961年に廃止したほか，外貨準備を

中央銀行の管理下に置いた［末廣 2000，71］。

1962年には本格的な商業銀行法が施行され，

適切な流動性を確保し，金融市場を管理する中

央銀行の権限が強化された［Silcock 1967b,

194-195］。他方，タイ産業金融公社（IFCT）に

よる政策金融も行われたが，その規模は小さ

かった。

それでは，ピブーン時代には行政府と対立し

ていたのに，なぜ中央銀行はリベラル志向の金

融改革を実現し，独立性を高めることができた

のか。それはサリット首相の支持があったから

であり，その理由は政治面と思想面に分けられ

る。

政治面では，内外の危機が重要である。サ

リットとその政府にとって，構造的な条件より

も危機への対処としての政治過程が，金融シス

テムの形成に大きく影響したからである。第１

の危機は，対外的な共産主義の脅威である。

1950年代終わり頃，政府は隣国カンボジアや

ラオスが共産化する不安を拭いきれなかったた

め，米国に一層接近し，軍事・経済援助に依存

していった［タック 1989，289-299］。このため

政府は，米国が勧告する市場主導の経済戦略を

受容したのである。第２は国内の政治闘争であ

る。クーデター後，政敵は追放されていたが，

彼らの経済基盤である国営企業は国内に残され

ていたため，それらの扱いはサリットの政治支

配の安定に大きく関係していた。そうした折，

世界銀行が国営企業の非効率な経営を批判した。

サリットは，自身の経済基盤が国営企業にな

かったこともあり［Suehiro 1989, 180］，この批

判を進んで受け入れ［Silcock 1967a, 20］，国営

企業の経営を縮小した。結局，サリットは世界

銀行の勧告を政敵潰しに利用したのだが，その

結果，政府の金融市場介入および国営企業への

優遇的融資の可能性が大きく減ることになった。

思想面では，「ガーン・パッタナー」（タイ語

で「開発」の意）と呼ばれる，サリットの開発

観が重要である。それはマクロ経済の変化では

なく，社会インフラや社会道徳を指していた。

彼がガーン・パッタナーを任務としたのは，政

府が，都市と地方の経済格差の改善に取り組む

ことで政権の正統性を確保するためであると同

時に，共産主義の脅威に対して民族の団結を強

化するためでもあった［タック 1989，246-247，

273，276-277］。その結果，サリットは工業化や

金融の面では指導力をほとんど発揮せず，プワ

イ中央銀行総裁など自分が選んだ専門家（欧米

留学組の官僚やバンコクの富裕エリート）に政策

を委ねていた［河村 2005，22；タック 1989，

280-282］。要するに，金融システムの問題はサ
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リット首相の開発思想の対象外であったが故に，

彼から政策を委任されたリベラルな経済官僚に

よって決定されたのである 。

・銀行へのレント還元

「銀行還元型」のもう一つの柱は，商業銀行

セクターの保護による銀行へのレント還元であ

る。銀行業への新規参入は，1962年の商業銀

行法の施行後は原則認められなくなり，1964

年からは外国銀行の支店開設も禁止された

［Suehiro 1989,379,n.123］。この保護政策は，商

業銀行法の草案を巡る政府と銀行の間の妥協と

取引の産物であった。同法案は，1957年に法

案作成が始まったが，銀行家協会がリスク管理，

流動性規制，貸出規制などに反対したため，

1959年に議会への送付前に財務省によって撤

回されていた［Apichat 2002, 252-256］。政府は，

同法によって貯蓄を増大し，銀行資金を経済開

発に回すことを望んでいたが，銀行側は外国銀

行（支店）との競争を強く意識していたため，

規制の増大が収益に悪影響を及ぼすのではない

かという懸念があった［Apichat 2002,252］。そ

こで銀行側が同法案への同意の条件として政府

に要求したのが，銀行業への新規参入の禁止で

あった［Hewison 1989,188-190］。

３．他の選択肢の後退，「銀行還元型金融シ

ステム」の持続

タイには，ほかの金融システムの選択肢はな

かったのだろうか。実はほかに２つあったと考

えられる。一つは「政府吸収型」であるが，メ

キシコとは異なり，政府を構成する政治エリー

ト（軍人）が金融政策や商業銀行の経営に介入

して，自らの利益のためにレントを吸い上げる

ものである。これは「パトロン・クライアント

系の政府吸収型」と呼ぶことができるが，従来

の国家・社会関係であるパトロン・クライアン

ト関係に基づいてすでに存在していたため，次

第に定着していく可能性があった。もう一つは

メキシコと同じ「政府吸収型」であり，レント

を国営企業に吸収させる金融システムである。

これも，途上国の経済構造，そして強い国家を

背景とした国営企業の存在からすれば，採用さ

れていてもおかしくはなかった。

なぜ，これらの選択肢は採用もされず，定着

もしなかったのか。「パトロン・クライアント

系の政府吸収型」については，従来から軍人が

私腹を肥やすために利用していたが，次の要因

によって，それは徐々に縮小していった。第１

に，中央銀行などの経済官僚が軍人による政治

介入を懸念し，様々な説得によってこれに抵抗

した。例えば，サリット首相が，本来は中央銀

行が管轄する金融・為替政策について，別の組

織の設置を提案したとき，プワイ中銀総裁は総

裁辞任の脅しをかけて，それを阻止した

［Puey et al. 1981, 304-306, 314-317］。第２に，

商業銀行が徐々に軍人から距離を置き始めた

［Suehiro 1989, 264］。銀行にとって，1973年の

民主化など1980年までに６回を数えた頻繁な

政権交替が，特定のパトロンと結びつくリスク

を高めたからである［Unger 1998,90］。

次に「政府吸収型」については，当時の工業

省が国営企業にコミットしており［Hewison
 

1989, 118］，その多数が資金を求めていたため，

政府主導の信用供与が促進される可能性もあっ

た［Doner and Unger 1993,101-102］。しかし，

サリットは宝くじ公社，アヘン密売，一部の商

業銀行に経済基盤を持ち，優遇的融資を求める

圧力は受けていなかったし［Doner and Unger
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1993, 103］，上述のように国営企業は政敵の経

済基盤だったことから，「政府吸収型」が選択

されることはなかった。

こうして選択された「銀行還元型金融システ

ム」は，国内アクターに利益を与えて持続して

いった。インフレ抑制や業界保護のお陰で，銀

行が成果を享受した結果，金融深化が進み，上

位行の寡占体制が強化された。政府は韓国のよ

うに人為的低金利政策を行わなかったが，低イ

ンフレと実質金利の安定が投資環境を高め，輸

入代替工業化が進展した。また政府は政権の正

統性や安全保障のために経済開発資金を求めて

いたが，米国や世銀の勧告を受け入れたことで

援助を獲得できた。他方，企業はグループ内の

借入や外資との合弁事業を通じて資金を調達で

きたので，政府に信用配分を求めずとも投資を

拡大できた。

メキシコ

――「政府吸収型金融システム」の

決定的分岐点――

1958年12月のロペス・マテオス大統領の就

任は与党 PRI体制内の変化に過ぎなかったが，

この時代から「安定的発展」（desarrollo
 

estabilizador）戦略と呼ばれるマクロ経済運営

が行われ，この期間の平均経済成長率は6.8

パーセントに達した［Ortiz Mena 1998, 52］。

「政府吸収型金融システム」は，インフレ抑制

と財政赤字補塡を目的としていたが，特に物価

安定は「安定的発展」戦略の重要な柱でもあっ

た。従って，この金融システムが成立した契機

を探るには，政府が「安定的発展」戦略を採用

した政治的文脈を検討する必要がある。

最初に，それ以前の金融システムについて概

観しておこう。それは，政府が市場に介入し，

程度は弱いながらもレントは政府が吸収するシ

ステムであった。具体的には，政府は中央銀行

借入に依存して財政支出を賄っており［Han-

sen 1971,67-68］，そのためマネーサプライが過

度に増大してインフレが昂進していた。その後

1954年のペソ切り下げでインフレが加速する

と，政府は公共支出を削減したため政府吸収の

程度は低下した。

１．1954年のペソ切り下げと経済危機

さて，政府が「安定的発展」戦略を採用した

契機として，まず検討すべきは1954年のペソ

切り下げである。メキシコでは1940年代以来，

戦時経済によるインフレ傾向が続き，労働者の

賃金上昇率を上回っていた。このような中，米

国経済の落ち込みや国際収支の悪化に直面する

と，当時のルイス・コルティネス政権は1954

年にペソ切り下げを断行した。これにより物価

は急上昇し，低中所得者層の不満が高まるとと

もに，政府に対する民間企業の信頼も崩れてし

まった。多くの研究が，政府はこの時の強い批

判を受けて，安定化政策に取り組み始めたと説

明している［例えば Fitzgerald 1985, 213;Han-

sen 1971,50-51］。

しかし，金融システムに関しては，1954年

の危機が「政府吸収型」の起源であると見なす

ことはできない。第１の理由として，このシス

テムの一つの特徴は，政府が吸収した資金で公

共セクターへの支出を賄った点にあったが，対

照的にルイス・コルティネス政権はインフレ抑

制のために公共支出を削減したからである

［Vernon 1963, 100, 110］。1954年以後の財政赤
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字は，対 GDP比で１パーセントを大きく下

回っており，赤字が拡大するのは次期ロペス・

マテオス政権の1960年以降である［Ortiz
 

Mena 1998,20,56］。第２に，政府の資金吸収が

増えるのも次期政権からである。準備金の比率

の推移を見ると［Gomez Oliver 1981, 29, 77］，

1957～1959年以降には恒常的に７割を超える

ようになり，銀行が自由に融資に回せる預金が

圧迫されていったことが分かる。従って1954

年の危機は，せいぜい「政府吸収型」が成立す

る背景要因であったと見るべきである。

２．労働争議の激化とロペス・マテオス政権

ルイス・コルティネスはインフレ抑制に力を

注いだが，それでも労働者の不満は解消されな

かった。それどころか，ロペス・マテオスが就

任した1958年12月前後には，労働運動がかつ

てないほど激化した。一連の労働争議は，軍隊

の出動や組合指導者の逮捕といった事態にまで

発展するが，この社会的危機のために，構造的

な制約よりも，労働争議に関する政治過程が

「安定的発展」戦略と「政府吸収型金融システ

ム」の採用に繫がったのである。以下，その過

程を論じていこう。

まず，この時期の労働争議は数と広がりの面

で際立っていた。1958年のストライキ数は740

件に上り，第二次世界大戦後の過去最高を記録

したほか，ペソが切り下げられた1954年から

1957年までに発生したストライキの合計を上

回っていた［Gonzalez Casanova 1979, 233-234,

Cuadro III］。また，教職，鉄道，電信・電話な

ど多くの分野で同時期に発生する広がりを見せ

た。この高まりの理由としては，賃金の悪化や

大統領交代期における権力の空白が指摘されて

いるが［Pellicer de Brody y Reyna 1978, 157-

158］，それとは別に，ロペス・マテオス政権の

オルティス・メナ（Antonio Ortiz Mena）財務

長官は共産党の影響を指摘した［Ortiz Mena
 

1998, 76］。実態はともかく，少なくとも政府が

そう認識していたことが注目に値する。メキシ

コ共産党は政党としての勢力は弱かったが，一

部の労働組合指導者と結び付きがあった。さら

に，1959年１月にはキューバ革命が勃発し，

共産党を含む左派勢力にさらに刺激を与えた

［国本・畑・細野 1984，164］。

教員の労働組合は，賃上げ要求を1958年か

ら激化させた 。特に強硬なのは，首都圏の

初等教育教員の組合であり，その幹部は共産党

の影響下にあった。政府は５月にいったん賃上

げを認めたものの，教員組合が９月に再度デモ

を行うと，今度は力でそれを抑圧し，幹部を逮

捕した。他方，鉄道の労働組合は，元来労働条

件がほかのセクターと比べても低水準にあった。

その原因は鉄道会社の賃金政策と労組の秩序重

視の姿勢にあったが，1958年５月，労組幹部

の慎重な態度に業を煮やした，共産党と関わり

を持つ一部の組織が，賃金引き上げを求めてス

トライキを繰り返し，鉄道機能を麻痺させた。

最後は８月に警察が介入して，ようやく争議は

終結した。

これらの労働争議の後，就任前のロペス・マ

テオスはこれ以上の扇動は認められないと警告

していた［Ortiz Mena 1998,76］。それにもかか

わらず1959年には，まず電話会社の労働組合

がストライキを行った。この組合も共産党との

関係が指摘されていた。次に鉄道労組が再び賃

上げ要求を行い，２月にストライキに突入した。

当時，与党 PRIの一部の議員は，同労組の指
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導者を国際共産主義のエージェントであると非

難していた。この状況に対して，ついに政府は

警察と軍隊まで動員して，300人以上の幹部や

労働者を逮捕した。こうして鉄道の労働争議が

収束すると，ほかの労働運動も下火になって

いった。

以上の労働運動は PRIの政治支配体制を危

機に晒した。特に鉄道労組の運動は，組合員が

６万人近いという規模だけでなく，政治体制を

危機に晒した最初の労働運動だったという点で

象徴的である［Pellicer de Brody y Reyna 1978,

157］。全体としての労働組合は国家コーポラ

ティズムの重要な要素であり，それが一部とは

いえ政府に不満を表明して社会を不安に陥れた

ことは，PRI体制の危機を意味した。その背

景には，1950年代に PRIの人気が低迷してい

たこともあった。ロペス・マテオスが大統領候

補として得た得票率は成人人口の40パーセン

ト前半に過ぎず，PRIの正統性の回復が急務

とされていたのである［恒川 1988，157-159］。

・政府のレント吸収

ロペス・マテオス政権が「安定的発展」戦略

に基づき，「政府吸収型金融システム」を採用

した原因は，以上の社会情勢の悪化であった。

オルティス・メナ財務長官や，同政権で財務

省・中央銀行間の協議に参加していたイスキエ

ルド（Rafael Izquierdo）の回顧録によれば，前

政権の労働大臣として労働組合との交渉経験を

持つ大統領をはじめ，政権内では，インフレ昂

進や通貨切り下げは労組との緊張を高め，社会

を不安定化させる，と強く認識するようになっ

た［Ortiz Mena 1998,77;Izquierdo 1995,18］。

そこで採用されたのが，準備金制度によって

国内預金を吸収してインフレを抑制する「政府

吸収型金融システム」であった。同時に，政府

が吸収したレントは，積極的な公共支出による

財政赤字を補うことになった。財政支出はイン

フレ抑制という課題と両立しなければならな

かったため，従来の中央銀行借入ではなく，市

場の資金を用いることが必要となったのである。

具体的には，政府が吸収したレントは工業・社

会部門の強化のため，公共セクター向けの財政

支出に充てられた。その第１の動機は，頻発す

る労働争議である。政府は工業部門の拡大に

よって経済成長を促すだけでなく，教育，医療，

社会保障への支出を増大することで労働者の利

益に配慮した。第２に，1959年前半の経済悪

化も指摘できる。インフレを抑制しても，直ち

に民間投資が回復したわけではなかったのであ

る［Pellicer de Brody y Mancilla 1978,278-281,

284］。

３．他の選択肢の可能性，「政府吸収型金融

システム」の持続

メキシコでほかの金融システムが採用される

余地はなかったのか。当時可能性のあったのは，

従来のように中央銀行借入によって公共セク

ターを拡大し，労働組合の要求に対応するシス

テムであった。しかしこの場合，マネーサプラ

イの過度の増大によるインフレ昂進は避けがた

く，それによる政治的，社会的な危機を経験し

たメキシコ政府が，この金融システムを採用す

ることはなかった。

こうして成立した「政府吸収型」は，1960

年代の「安定的発展」戦略を支え，政府はイン

フレ抑制と工業・社会部門向けの財政支出が可

能になった。インフレや税金に頼らずに財政資

金を確保できたのは重要な成果であった

42



［Maxfield 1990, 84］。他方，大企業が傘下に銀

行を有しており，政府からの優遇的融資を求め

なかったこと［Haggard and Maxfield 1993,

303］や，準備金制度による公債引き受けを銀

行がしやすいよう，預金金利が公債金利よりも

低く抑えられたこと［Brothers and Solıs 1966,

46］も，システムを補完した。

他方で所得格差が広がり，1968年に学生や

市民の不満が社会運動となって爆発すると，政

府はこれを武力で解決したため（トラテロルコ

の虐殺），支配の正統性を損ねてしまう。そこ

で1970年代に入るとその回復を狙って，政府

は成長と分配をより重視する経済戦略に転換し

た［Newell and Rubio 1984,130,203］。そのため，

政府は拡大する財政支出を賄うべく準備金の比

率を高めるなど，レント吸収を強化していった。

するとその結果，銀行預金が奪われ，企業の投

資資金が逼迫したほか，財政支出拡大でインフ

レが進んだ［Newell and Rubio 1984, 133-134,

199］ために，企業と銀行の選好は満たされな

くなった。しかし，PRI体制の下では民間の

反対も効果はなく，金融システムはその後も持

続していった。

結 論

最後に本研究のまとめと意義を述べたい。３

カ国の金融システムは1950年代末から1960年

代初めにかけて成立したが，それらは各国の構

造的な初期条件から予想される内容の制度では

なかった。各国の政治的，経済的，社会的な危

機の状況下では，構造的な制約は緩和され，不

確実性が増していた。その中で３カ国の政府は，

国内の政治的支持と社会秩序や安全保障を求め

る行動を優先し，その結果として，それぞれの

金融システムが成立したのである。

韓国では，経済構造，「強い国家」，過去の遺

産という構造が強い政府介入を要請したが，レ

ントの配分先までは特定しなかった。当初，朴

政権は初期条件に沿う形で，経済の再建と政権

の正統性確保を目指し，金融市場に徹底的に介

入しようとした。ところが，米国や国内企業か

ら反対に遭った挙げ句，レントの政府吸収にも

失敗したために，残された選択肢として「企業

還元型金融システム」を採用する結果となった。

さらに，企業から政治的支持を確保する必要性

もこれを後押しした。

タイでも，経済構造や「強い国家」の条件か

らは強い政府介入が予想できるが，サリットは

社会インフラや社会道徳を重視し，市場介入を

選ばなかった。同時に，サリットから委任され

た経済官僚が安定的な金融政策を推進したが，

それを可能にしたのは，保守的経済政策の伝統

ではなく，インドシナの危機を背景にした米国

や世界銀行からの勧告であった。サリットも自

らの政治闘争のためにこの外圧を利用した。他

方，銀行団体との交渉の結果がレントの還元先

を規定した。こうして「銀行還元型金融システ

ム」が成立した。

メキシコでは，経済構造，「強い国家」，過去

の遺産の構造が強い政府介入を導いていたが，

レントが政府に吸収された要因は政治過程に求

められる。通貨切り下げによる賃金悪化を背景

に，共産主義の影響を受けた労働組合が激しい

労働闘争を繰り広げたため，社会的安定が損な

われ，PRIの正統性を脅かしたのである。こ

のため，ロペス・マテオスは経済安定化を喫緊

の課題として認識するようになり，「政府吸収
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型金融システム」を採用した。

互いに異なる３カ国の金融システムは，以上

の政治過程によって偶発的に成立したわけだが，

それらはいったん形成されると，政府，企業，

銀行に利益を与えることで持続性を発揮し，独

自の経路を辿っていった。さらに，この多様性

はその後の金融自由化，そして1990年代の通

貨金融危機および金融再建のあり方にも影響を

及ぼしたのである 。

本研究の意義としては，経路依存性アプロー

チについて，実証面と理論面での一定の貢献が

挙げられよう。まず実証面では，同様の環境に

あった後発工業国が異なる金融システムを採用

し，それらが持続したという問題について，経

路依存性の視角から解明した。従来の政治学で

は，途上国の金融分野でこのアプローチの有効

性を論じたものはほとんどない。本来，構造的

影響を受けやすいと考えられる金融の分野では，

政治過程の中で偶発的に形成された制度が持続

することはあまり起こりそうにないが，実際は

それが生じたことを実証した点で，本稿は一定

の貢献ができたのではないか。また，金融シス

テムの持続性は，経済学の理論では機能面から

説明されることが多いが，政治的要因もまた軽

視できないこと，さらにその起源については，

政治的要因が一層重要であることが明らかと

なった。

理論面では，先行研究が決定的分岐点の概念

の精緻化を進め，偶発性の問題を重視し始めて

いることを踏まえ，どのような場合に偶発性が

高まるのかを考察して，その概念を発展させた。

偶発性とは，アクターに課せられる構造的制約

が実質的に緩和されて不確実性が増す状態であ

るが，どのようなときに構造の制約が緩和され，

政治過程が制度形成を決定する度合いが高まる

のかが問題となる。この問題は従来ほとんど問

われてこなかったが，決定的分岐点と構造的な

初期条件との関係を探る上で重要な論点である。

本稿はこれに関し，構造が緩和されるのは，制

度にとって外生的な危機が発生するときであり，

このとき政治過程の中で偶発的に制度が形成さ

れ，決定的分岐点となりやすいと論じた。

(注１)この定義は，青木・Murdock・奥野が

分類する「政策誘導的レント」に近い［青木・

Murdock・奥野 1997，27］。しかし青木らと異

なり，本稿では政府もまたレントを享受しうる

と想定している。

(注２)データの関係上，統一的な基準によっ

て定量的に比較することは困難であるので，既

存の諸研究に基づき筆者が評価を行った。

(注３)ここでは先行研究の文脈上「国家」の

語を用いるが，本稿では政府と同義とする。

(注４)軍事調達注文を受ける企業ごとに，一

つの銀行が指定され，軍部はその銀行を通じて

資金を供給するとともに，企業は当該銀行に預

金やローン勘定を置いた制度。

(注５)なお先行研究は，過去をいつまで遡る

のかは問題にしておらず，個々の事例ごとに検

討を行っている。実際，「過去の遺産」の時間的

範囲は経験的なもので，事例によって異なるだ

ろう。

(注６)カポッチャらの関心は本来，構造の制

約によってではなくアクター間の政治過程を通

じて決定が行われたことを，どのような方法で

分析すべきかにあった。実際，論文では，構造

から理論的に予想される選択肢が採られていた

とすればどんな結果が生じていたか，反実仮想

の分析方法などが理論的に検討されている。そ

のため，本稿が指摘した課題は彼らの検討対象

ではなかったと言えるかもしれない。

(注７)危機の発生が構造的な初期条件による

制約を緩和するといっても，全ての危機が制度
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形成（決定的分岐点）の契機になると論じてい

るわけではない。本稿の主張は，構造の制約が

緩和される結果，政治過程が制度形成を決定づ

ける可能性が高まるということである。従って，

制度形成の契機となった危機の前や後にも様々

な危機は発生しうるが，そこから始まる政治過

程が必ずしも制度を形成するわけではない。ま

た，制度は一度形成されると持続性を発揮する

ことがあるから（後述），その場合は危機が発生

しても，新たな制度形成の契機となる可能性は

低いだろう。

(注８)これらの概念については，青木・奥野

（1996）の制度的補完性と戦略的補完性を参考に

した。

(注９)制度の持続のために「成果」が重要だ

と言っても，ここで重要な点は，制度が持続す

る理由を国内経済全体の利益ではなく，特定の

社会集団（アクター）の利益に求めていること

である［Hall and Thelen 2005,24］。

(注10)この理解は，「官僚政体論」として知

られている［Riggs 1966］。その後これを批判す

る諸研究が現れたが，少なくとも1960年代まで

の時期については，「官僚政体論」の見方は概ね

受け入れられていると理解して良いだろう。

(注11)この名前は，ポピュリストだったラサ

ロ・カルデナス元大統領（1934～1940年）に由

来する。

(注12)Muscat（1994，91）も，世界銀行や

米国の要因は過大評価されており，むしろサ

リットが官僚に経済運営を任せたこととの相乗

作用が重要だったと論じている。

(注13)以下の労働運動に関する記述は，断り

のない限り Pellicer de Brody y Reyna（1978，

ch.3-4）に基づいている。

(注14)通貨金融危機までの韓国とタイの歴史

的経路については，岡部（2006）を参照。さら

に，金融再建に至る３カ国の歴史的経路につい

ては，岡部（2009）が詳しく分析している。
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